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第１章 調査の概要 

 

 

1.1 調査の背景 

 

近年、ベトナムでは、統計にかかる方針・法制度が整備されてきた。2002 年 10 月には、2010

年へ向けた統計開発の方針が首相決定された。同方針では、統計総局を主な実施主体として、国

際機関等の協力も得て国際基準に則した統計基準を導入し、速報性、信頼性等の統計情報の質の

向上、及び利用者のニーズに応えていくことを目指すとしている。また、2003 年６月には統計

法が国会において承認され、統計事業の法的根拠が整備されるとともに、政府統計の公開（個別

情報は秘密厳守）と活用等が謳われている。 

 統計総局は、様々なチャネルを通じ日本からの技術協力の期待を表明してきた。2003 年３月、

JICA 鉱調部プロジェクト選定確認調査では、統計総局から日本大使館に、統計にかかる技術協

力の（非公式な形での）要請があったことが確認された1。また、経済産業省委託調査「アセア

ン諸国における産業統計の現状及び今後の整備の在り方に関する調査」（2003 年３月）において

も、統計総局からの我が国の技術協力にかかる期待が確認され、ベトナムの産業統計の課題及び

想定される我が国の援助の方向性が取りまとめられている2。 

ベトナムにおいては、統計分野の基礎的な人的資源・機材・ソフト等が整備されてきており、

次のステップとして生産動態統計に絞り込んだ協力を行う素地があると考えられる。上記の委託

調査では、ベトナムでは 1995 年以降、主としてスウェーデン国際開発協力庁（SIDA）の協力に

より、企業・事業所データベースの整備、経済センサス実施、品質管理向上研修、機材供与、英

語教育等が実施され、統計整備状況は顕著に改善が図られてきたと記載されている。なお、同調

査によれば、SIDA の協力は 2004 年半ばで終了予定であり、その後の協力は予定されていない。 

事業団は、上記の背景のもと、また、１）生産動態統計整備が東アジアにおける経済ソフトイ

ンフラの構築につながりひいては将来の東アジア経済連携・統合に資すること、２）生産動態統

計整備が市場経済化支援を中心とした我が国の対ベトナム支援に資すること、３）事業団がこれ

まで実施してきたタイ・フィリピンにおける同様の経験3を活かして効果的・効率的な協力が可

能であること、等も背景として、ベトナムにおける生産統計にかかる現状調査を行うとともに、

ベトナム側の協力ニーズの確認及び開発調査の枠組みにかかる協議を行うことを目的として、鉱

工業プロジェクト選定確認調査団を派遣した。 

                                             
1 その後、日本大使館書記官が５月７日に統計総局を訪問し、総局長から次の具体的要望を聴取した、
（１）産業統計分野の技術移転、（２）経済統計専門家の育成（中央及び地方の人材育成）、（３）統計法の
実施支援（含む国民への普及）、（４）統計関係の協会設立支援。 
2 統計総局長からの我が国の援助にかかる期待として、次が記載されている、（１）各種調査の実施手法、
データ処理方法、（２）データの推計方法、（３）数量指数による生産指数等の作成、（４）工業、商業関係
の統計調査の整備に関する援助、工業生産指数の改善。また、ベトナムにおいて想定される我が国の援助
の方向性として、次が記載されている、「例えば、2007 年経済センサス時を目標とした工業センサスの整
備に対する技術援助、またその中でタイ及びフィリピンの経験を活かした月次生産統計による数量ベース
での工業生産指数の構築を行うプロジェクト」、「具体的には、早い段階での現状調査とプログラム案作成
を目的とした短期専門家派遣に、本格時には複数の専門家なるチーム派遣に加えて資機材、及び研修」。 
3 1998 年～2000 年のタイ生産統計開発計画調査（フェーズ１・２）、及び 2000 年～2003 年のフィリピン
生産統計開発計画調査（本格・F/U）における生産動態統計・工業生産指数の開発・整備のこと。 
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1.2 調査の目的 

 

（１）ベトナム側の生産動態統計にかかる協力ニーズを確認する。 

（２）調査団から、１）生産動態統計の意義・概要、２）生産動態統計の開発を中心とした協力

案を説明し、ベトナム側と今後の開発調査の実施に向けての協議を行う。また、ベトナム

側の正式要請の意向を確認する。 

（３）ベトナムにおける生産動態統計にかかる現状調査を行う（生産動態統計にかかる一般的調

査、実施可能性の観点から先方の実施体制等の調査、生産動態統計の開発・整備が行われ

た後の活用や制度化についての意向確認等）。 

（４）上記の結果等を協議議事録として署名する。 

 

 

1.3 調査団構成 

 

（１）総括： 小池誠一  国際協力事業団鉱工業開発調査部工業開発調査課長  

（２）技術協力行政：野澤篤也  経済産業省貿易経済協力局技術協力課技術協力専門職  

（３）統計技術： 黒澤宏雄     経済産業省産業政策局調査統計部広報・国際室国際一係長  

（４）調査企画： 上野修平  国際協力事業団鉱工業開発調査部工業開発調査課職員  

（５）日越通訳： Vu Xuan Duong 日本国際協力センター研修監理部研修監理員  

 

 

1.4 調査日程 
 

日付 行程（主要面談者） 

７月 13 日（日） 東京発（11:05）→バンコク経由→ハノイ着（19：40） 

７月 14 日（月） 9:00～9:30：日本大使館（魚谷書記官） 

9:40～10:20：JICA 事務所（菊池所長、天津企画調査員） 

11:00～11:30：計画投資省（Mr.Tien 上級職員） 

14:00～16:30：統計総局（Mr.Khanh 官房・国際協力局長、他） 

７月 15 日（火） 10:00～11:00：ベトナム中央銀行（Ms.Thanh 金融政策局次長、他） 

14:00～15:00：工業省（Mr.Tiem 国際協力局次長、他） 

15:30～16:30：UNIDO（Mr. Philippe 代表） 

７月 16 日（水） 9:00～10:00：JETRO（馬場 director） 

14:00～16:30：統計総局（Mr.Hung 総局長、他） 

７月 17 日（木） 9:45～11:00：統計総局中央情報処理センター（Mr.Tien 次長） 

14:00～16:30：統計総局工業局、商業・価格局（Mr.Thuy 工業局次長、他） 

７月 18 日（金） 9:00～10:00：統計総局との協議議事録署名（Mr. Hung 総局長、他） 

14:00～14:10：日本大使館報告（魚谷書記官、吉澤書記官） 

17:00～17:20：JICA 事務所報告（菊池所長、天津企画調査員） 

夜：ハノイ発（23：35）→ 

７月 19 日（土） →東京着（6：50） 
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1.5 主要面談者 

 

（１）統計総局（General Statistics Office） 

  Mr. Le Manh Hung Director General  

 Mr. Do Trong Khanh Director, Secretariat & International Cooperation Div. 

  Ms. Nguen Thi Lien Director, Trade and Prices Dept. 

  Ms. Tran Thi Hang Deputy Director, Trade and Prices Dept. 

  Mr. Pham Dinh Thuy Deputy Director, Dept. of Industry 

  Ms. Trang Expert, Dept. of Industry 

  Dr. Thieu Van Tien Vice Director, Central Data Processing Center 

 

（２）計画投資省（Ministry of Planning and Investment） 

  Mr. Nguyen Xuan Tien Senior Officer, Foreign Economic Relations Dept. 

 

（３）工業省（Ministry of Industry） 

  Mr. Phan Trong Tiem Deputy Director General, International Cooperation Dept. 

  Ms. Nguyen Phuong Mai Official, International Cooperation Dept. 

  Ms. Chau Expert, Statistics group, Dept. of Planning and Investment 

 

（４）中央銀行（State Bank of Vietnam） 

  Ms. Nguyen Thi Kim Thanh Deputy Director, Monetary Policy Dept. 

  Ms. Chu Thi Hong Ming Deputy Div. Chief, Monetary Policy Div., Monetary Policy Dept. 

  Ms. Dinh Thans Tins Deputy Div. Chief, Monetary Policy Div., Monetary Policy Dept. 

  Ms. Nguyes Thi Tra Vi Expert, International Cooperation Dept. 

 

（５）国連工業開発機関（UNIDO: United Nations Industry Development Organization） 

  Ms. Philippe R. Scholtes Representative 

 

（６）在ベトナム日本大使館 

 魚谷 憲 一等書記官 

 吉澤 隆  二等書記官 

 

（７）日本貿易振興会（JETRO）ハノイセンター 

  馬場 雄一 Director 

 

（８）国際協力事業団（JICA）ベトナム事務所 

 菊池 文夫 所長 

 天津 邦明 企画調査員 
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第２章 調査結果 

 

 

2.1 開発調査の実施に向けての協議の結果 

 

 今回の調査の結果、経済の国際化や急速な工業化等を背景として、特に経済統計分野の協力に

対して統計総局を始めとした官民のニーズが高まっていることを確認した。これを基に調査団か

ら生産動態統計にかかる説明を行い統計総局と協議した結果、更なる経済発展のための生産動態

統計の開発の重要性をお互いに確認し、統計総局は今回の協議を基に本分野にかかる日本からの

協力を正式に要請する意向であることが明確になった。 

 

2.1.1 ベトナム側の協力ニーズ 

 

今回の調査において統計総局から明確に示された協力ニーズは、１）分野としては経済統計分

野の協力、２）抱えている課題としては、新しい統計手法、IT 化、統計数値の分析のノウハウ、

３）生産動態統計を開発する際の十分な人材育成・技術移転、また、４）エネルギー分野のバラ

ンス表作成であった。これに対し、１）については、今回調査団から示した生産動態統計開発調

査が合致するとして理解を得て、２）については今後必要性に応じて同開発調査に含むこととし

（協議議事録に記載）、３）の人材育成・技術移転については重要性を認めて同開発調査に含む

こととし（協議議事録に記載）、４）のエネルギー分野のバランス表作成については調査団の対

象外とした。 

統計総局以外では、計画投資省、中央銀行、UNIDO、JETRO から、ベトナムの統計整備は遅れ

ており、経済の国際化の中で競争力を強化していく必要があるベトナムにとり統計にかかる協力

は大変重要だという強い共通認識があった。特に、景気判断材料を必要とする中央銀行と、日系

企業･投資家からの問い合わせに対応して品目別・業種別の正しくかつ早い統計値の提供が求め

られている JETRO からは、調査団が説明した生産動態統計について大きな活用ニーズがあること

を確認した。なお、産業政策策定のための材料として生産動態統計の活用ニーズがあると考えて

いた工業省については、面談相手が原局ではなく国際協力局の次長だったこともあり、一般的な

重要性の確認しか出来なかった。 

また、各訪問先において、昨年 10 月に「2010 年までの統計整備の方針」が決定され、今年６

月には統計法が承認されたベトナムにおいて、統計分野の協力を開始するには良いタイミングだ

という共通認識があった。 

 

2.1.2 開発調査実施に向けての協議、協議議事録、及び今後の課題 

 

統計総局に対し、生産動態統計の意義・概要、及び生産動態統計の開発を中心とした協力案を

説明したところ、統計総局が重要と考えている経済統計分野の中の工業分野にかかる協力である

こともあり、JICA の協力を得て統計総局として生産動態統計を開発していく意向が示された。
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今後は、今回の協力案を基に必要な修正を加えつつ、８月末までに正式要請を提出するとの意向

である。 

なお、計画投資省で面談した日本の援助の担当者は、現在のベトナムにおける統計整備の重要

性から本分野を優先分野と述べており、ベトナム政府として本開発調査の実施について前向きで

あると言える。 

 

 上記の統計総局との一連の協議を得て、協議議事録に署名した（詳細については付属資料を参

照）。主なポイントは次のとおり。 

 １）更なるベトナムの経済発展のために統計総局が生産動態統計を開発することの重要性を双

方で確認した。 

 ２）日本側は協力案を説明し、統計総局は同意・感謝した。 

 協議で出されたコメントの１つめとして、統計総局は新しい調査方法・IT 化・分析ノウ

ハウ提供等を希望し、調査団は必要性に応じて協力に含む可能性があると回答した。コメ

ントの２つめとして、統計総局は日本の協力終了後自立的に生産動態統計を実施していく

ための人材育成・技術移転を強く希望し、調査団は重要性を理解して協力に含むと回答し

た。 

 ３）今回の協議を基に、ベトナム側は正式要請を８月末までに提出する意向。 

 

 今後の課題としては、正式要請が提出されることを前提として、実施細則の締結までに何を更

に調査していく必要があるのかを、今回の調査結果及び入手した資料を基に分析していく必要が

ある。具体的には、予備調査前のプロ形調査の必要性やコンサル団員の必要性を明確にしていく。 

 

 

2.2 現地調査結果 

 

2.2.1 生産動態統計にかかる現状 

 

 １）関係機関について 

 

 ベトナムは統計制度に中央管理型システムを採用しているため、統計総局が他の機関の協力

も得つつ一元的に統計情報を管理している。同総局はハノイの計画投資省の敷地内に存在する

ものの同省を始め他の中央省庁からは独立した機関であり、トップの統計総局長は大臣レベル

では無いものの首相に直接に報告をする言わば長官レベルである。同総局の組織は、総局長 1

名、副総局長１名の下に、20 の部署・機関が存在し、約 400 人の職員が勤務している（詳細

は付属資料を参照）。また、統計総局の地方機関として、61 地方省に統計部署（PSO：Provincial 

Statistics Office）、及びその下のレベルの約 630 郡にも統計部署（DSO：District Statistics 

Office）が存在し、合わせて約 5000 人の職員がいる。これら地方の統計部は各地方省や地方

郡の組織下にあるものの、職員の給料は統計総局から払われており、統計総局が各種センサ
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ス・統計調査を実施する際には、同総局の指示によりそれぞれの所管地域の国営企業や民間・

外資企業にかかる調査を行う。 

 また、統計総局以外にも統計にかかる機関が存在する。１つ目は、各中央省庁の統計部署で

ある。主な役割は各中央省庁の所管業務にかかる統計情報を統計総局に報告することであり、

組織の規模は大きくない。例えば工業省では、計画投資局の中に統計グループが存在し、職員

数は３人である。主な業務は、工業省が所管する中央の 23 国営企業（及び 28 事業所）の情報

を統計総局に毎月報告することである。２つ目は、上記に紹介した各地方省における統計部署

（PSO）である。これら統計部署は統計総局の地方機関とも言えるが、ハノイ市やホーチミン

市やダナン省等の統計部署は独自に各省・市にかかる統計情報を編集して出版しており、今回

詳しく調査は出来なかったものの、ベトナムの統計全般を俯瞰する上で規模的にも役割的にも

大きいと考えられる。 

 上述のベトナムにおける統計関連部署・機関のうち、生産動態統計に関係すると思われる部

署・機関は、まずは統計総局であり、その中でも工業局が担当部署になると考えられる。その

他、工業生産指数の開発に関しては商業・価格局、また、統計情報処理に関しては中央情報処

理センター、出版に関しては統計出版社も関係すると思われる。統計総局以外では、中央4の

工業分野の国営企業を所管する工業省の統計部署、中央の民間・外資系企業を所管する計画投

資省の統計部署（今回は調査出来なかったため詳細は不明）、地方の国営・民間・外資企業を

所管する地方省の統計部署が関係機関と考えられる。 

 

 ２）統計総局における現行の統計について 

 

 ア．現行の統計の種類 

 統計総局における現行の統計としては、1990 年代以降外国及び国際機関からの支援を受

け量的な面での統計整備が進み、センサス調査については、「経済センサス」、「農業・漁業

センサス」、「人口センサス」、「年次企業センサス」、月次調査としては工業の生産高を調査

する「月次工業サンプル調査」、卸・小売業、ホテル、銀行、観光等のサービス業の売上高

を調査する「月次卸・小売・サービス業サンプル調査」、四半期毎の調査としては「四半期

景況調査」等がある。 

 これらは、年次調査、月次調査、四半期調査として印刷しているものの、センサス調査

及び月次調査の結果を集計した年次調査については市販されており入手可能であるが、月

次調査そのものは市中に殆ど出回っていない模様である。 

 

 イ．統計調査の方法 

 統計調査の方法は、ベトナム国内の約 270 万事業所の内、中央の国営企業、地方の国営企

業、民間企業と外資系企業を含む 70 万企業については登録を行って把握しているが、残り

                                             
4 ここで言う中央とは、ベトナム企業を４分類（中央の国営企業、地方の国営企業、民間企業、外資企業）
に分ける際に使われる「中央」のこと。正確な定義は不明だが、中央省庁が所管することを意味すると考
えられる。逆に地方とは地方省が所管することを意味すると考えられる。 
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の 200 万企業については未登録の状況にあるため、全ての統計調査はサンプル調査により実

施している。 

 中央の国営企業の調査票の回収は、所管の中央省庁の統計部署をとおして実施し、地方の

国営企業、民間企業、及び外資系企業については地方省の統計部署をとおして実施している。

民間企業を含め対象企業からの調査票の回収は報告ベースとなっており、信憑性に問題があ

る模様。 

 調査票の項目は、年次企業センサスを例に取った場合、年間の生産結果、投資計画、環境

問題、納税額、次年の納税予定等、多岐に亘っており、記入に要する作業負担は大きいと考

えられる。しかし、統計総局は各分野の担当省庁ではないことから、調査項目と調査結果の

利用に関する繋がりが曖昧である。また、この結果、調査票の審査に問題があることが予想

される。 

 

 ウ．統計の質 

 基本的な統計に関しては数の面で整いつつあるが、中央銀行及び JETRO に対する面談結果

からも、質的には大きく遅れていると言える。その理由としては、旧ソ連、東欧諸国の流れ

を汲む計画経済のもとで、計画と実態が一体となった統計システムが歴史的に長かったこと

から、（i）統計調査を実施する人材の育成が不十分であること、（ii）統計技術の面では比

較的高いレベルにあるが利用者を中心とした（ユーザーオリエンテッドな）考えが希薄であ

ること、（iii）企業側に調査票に対する報告と経営者としての立場が明確に分かれていない

ため正しい報告がなされていない、等が可能性として考えられる。 

   また、統計結果が出版物、インターネット等で広く公開されていない現状から、政府の一

部及び外資系企業を除き統計データに関心が薄いため、統計の見直しがなされていない。 

 

 ３）ベトナムにおける生産動態統計と類似の統計について 

 

 生産動態統計と類似の統計としては、統計総局が実施する月次工業調査があるが、一方で多

くの違いもある。月次工業調査は、国際標準産業分類（ISIC）に基づく４桁ベースで対象企業

の総生産額、売上額、在庫を捉えているが、40 品目を除いて品目別の生産動向が把握できな

い。一方、生産動態統計は 2000（工業）品目別に生産・出荷・在庫を捉えており、同時に業

種別の生産動向も把握可能である。また、月次工業調査における 40 品目については、品目の

定義が曖昧であり、10 年間品目の見直しがされておらず現状のニーズに対応していない。一

方、生産動態統計は、毎年品目の見直しを実施し主要品目の動向が把握可能である。月次工業

調査では、総生産額の算出が（生産数量＊1954 年価格）計画経済のもとで固定された価格を

用いているため最新時点での生産額の把握が難しいが、一方、生産動態統計では、最新時点で

の価格で把握が可能である（ただし、生産指数を作成する場合は基準年の価格を用いる）。 

 

 ４）他ドナーからの協力について 

 統計総局には、これまで 15 年間にわたり様々なドナーが協力してきており、詳細につい
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ては今回の調査では分からなかったものの、以下がある。 

  ・国連開発計画（UNDP）による GDP の推計にかかる協力。 

・国連人口基金（UNFPA）による全国人口センサスにかかる協力（訪問した中央情報処理セ

ンターには同基金から供与されたと思われるサーバーが稼動していた）。 

  ・世界銀行及びアジア開発銀行（ADB）による全国家計調査にかかる協力。 

  ・スウェーデン国際開発協力庁（SIDA）による経済統計にかかる技術協力。 

  ・フランス政府による人材育成。 

・国連工業開発機関（UNIDO）による工業センサスにかかる協力（具体的には工業センサス

の計画・指導、及び工業の盛んな地方省の統計部署を対象とした人材育成、資金供与）。 

  ・日本政府・JICA による研修員受入と農業統計の専門家派遣。 

 なお、上記以外に、日本政府に対しては 1999 年に人口センサスにかかる機材供与を申請

したが実際の供与には至らず、また 2000 年または 2001 年に経済統計にかかる協力要請を申

請したもののベトナム政府内の優先順位が低かったため正式要請に至らなかった模様。 

 今後の他ドナーからの協力については、UNIDO について言えば、2007 年の経済センサスに

かかる協力は現時点では予定しておらず、またインドシナ地域の経済政策策定のための経済

統計にかかる協力をベトナム政府に提言しているものの資金面で実現が難しい模様。 

 

2.2.2 今後の開発調査の実施に向けたポイント 

 

 １）開発調査の実施の方向性 

 

 上記のとおりベトナムにおいても日本の生産動態統計に類似のものが実施されているが、現

状の問題点として、工業省、中央銀行等、本来最たるユーザーであるべき政策機関で利用され

ていない。これは、未だ計画経済からの脱皮がしきれておらず足元の景気判断の重要性の認識

が薄いことに加え、そもそもの統計データの信憑性が疑わしいこと等に起因している。また、

JETRO 等との面談結果から、投資家等のユーザーにおいても、項目・品目の標準がなされてお

らず他国との比較ができないことや公表分類が大まかであり必要なデータが把握できない等

の理由から、利用が進んでいない。 

 今後、生産動態統計にかかる協力が進められて日本を開発するようになった場合は、以下の

ような方針に沿って活用の促進を図る必要がある。なお、以下を実現するためには、当初調査

対象の地域を限定する（例えば、ハノイ市、ホーチミン市だけを調査対象とするなど）ことも

視野に入れる必要がある。 

 ・報告者の意識改革も含めた統計数値の精度向上・信頼性確保： 企業に対する調査説明会の

開催、調査報告方法の見直し、統計審査方法の改善、過去修正方法の明確化・制度化 

 ・統計総局職員の分析技術の向上： 職員に対する技術指導（専門家派遣と併せて実施） 

 ・ユーザーの意識改革・統計データの政策への反映： 中央銀行など主要ユーザーに対するセ

ミナー開催 

 ・インターネットを含めた公表方法の再構築 
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 ２）想定される調査・協力項目 

 

 ア．月次調査と実態との乖離度把握 

 現在の月次工業調査（日本の生産動態統計に類似の調査、詳細は上述）は、生産、出荷、

在庫（完成品、半製品）、原材料消費等生産活動におけるほとんどの活動が調査されている

が、月次調査と年次調査、センサスとのデータの整合性を産業別・項目別に検証する。 

 

 イ．品目分類の改訂 

 既存の月次工業調査と生産動態統計の大きな違いは品目の把握の仕方と思慮である。ベト

ナムの月次工業調査の品目調査は、食料品以外はほとんど「業種」分類にまとめられており、

全ての業種においてより詳細な品目分類を作成する。 

 

 ウ．月次工業調査から生産動態統計への移行検討 

 月次工業調査は、月の途中で当該月の数値を報告させるため、ほとんどが計画値となって

おり、正確な足元の動向を把握するために「実績」に基づく数値の報告への改善を図る。た

だし、現行の月次工業調査が何らかの法律により実施されている可能性があり、その法律の

改正が可能かどうかの検討が必要。 

 月次工業調査に関しては、製造業者等が「報告義務」を有しており、現地の地方統計局に

調査票を郵送しているが、報告データの信憑性を確保するため、「調査員調査」の可能性に

ついても検討を行う。 

 

 エ．テスト調査の実施 

 上記で検討した結果を基に、テスト調査を実施する。予算・効率性を考慮し、テスト調査

に関しては、例えば、ハノイ市、ホーチミン市に限定するなど対象地域を絞ることも視野に

入れる。 

 

 オ．生産・出荷・在庫指数の再構築 

 今回の限られた調査期間内では指数の詳細までは調査できなかったが、少なくとも、指数

化しているのは生産のみであり、季節調整はされておらず（計算可能な時系列委データは保

有）、基準時点は 94 年であり古い等の問題があるものと思われる。今後、算式は何か（ラス

パイレス式等）、ウエイトの算定根拠は何か（年次調査か工業センサスか）など現行指数計

算の実態を把握した上で、可能な限り直近の基準に改定するとともに、同基準での出荷、在

庫等の指数化（在庫を指数化することにより付随的に作成可能な在庫率指数などの率指数も

含め）、季節調整の導入等を図る。 

 

 カ．分析手法の向上・公表方法の見直し 

 上記で得られるデータに関して統計総局職員に分析手法を紹介し、ノウハウを伝授する。

また、新たに構築される指数、分析を含め公表方式を抜本的に見直す。 
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 ３）協力期間 

 

 ２年間が妥当と思われる（内訳としては、上記１）のア．から～エ．を１年間半、オ．～カ．

を１年間程度（＊重複期間あり）） 

 

 ４）システム開発の必要性、規模 

 

 上記の想定される調査・協力項目で述べたことに対応するためには、既存システムのメンテ

ナンス、及び新たなシステムの開発が必要である。今回、月次工業調査のシステム及びデータ

処理の内容まで調査できなかったが、統計総局では ISSA、IMPS、FoxPro、CSPro など汎用の統

計ソフトを利用している模様。現行の月次工業統計を生産動態統計に移行する場合は、調査項

目の変更に伴う審査・集計方法の変更が必要となり、既存システムのメンテナンスだけでは対

応が困難であり、また、指数の再構築や季節調整の導入なども視野に入れれば、新たなシステ

ムの開発が必要だと思われる。これらの規模については、詳細を更に把握する必要があり、現

時点ではどの程度の規模になるか不明である。 

    メンテナンスやシステム開発を委託する先としては、統計総局内の中央情報処理センターま

たは各原局の情報処理部門で対応可能だと思われる。統計総局内において、センサス、年次調

査にかかる統計審査・集計・分析・製表については、統計総局の一部署である中央情報処理セ

ンターが実施している。同センターは、システム開発に関する外部からの受託も行っているな

ど十分な内部開発能力を有している。月次調査については、統計総局の各担当部署（例えば工

業局など）内に情報処理部門が存在し、そこが情報処理を行っているとのことである。各担当

部署内の情報処理部門については、公表物等を見る限り、中央情報処理センターと同様に生産

動態統計を実施するにあたって必要なシステムを自己開発することは可能と思われる。したが

って、生産動態統計及び生産指数の開発調査を実施するにあたっては、進捗状況にあわせて同

時並行的に、メンテナンスやシステム開発を行うことが可能と思われる。 

 

５）必要情報の入手可能性 

 

 統計総局、工業省など各機関とも今支援に対し協力的であり、必要な情報は入手可能と思われ

る。 

 

 

2.3 団長所感 

 

2.3.1 全体総括 

 

 今回の調査団の目的は、１）先方協力ニーズを踏まえ日本として導入・協力を行うことが適当

としている「生産動態統計」及び「工業生産指数」の概念について協力相手機関の統計総局に正
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しく理解せしめること、２）日本側では現在のベトナムの経済状況等から今回の統計手法の導入

が適当かつ有意義と判断したものの、ベトナム側関係者（統計総局、関係省庁、日系企業等）か

ら見て、本当に意義があるものか確認すること、また類似の調査の存在を確認すること、３）統

計総局が今回の協力を真に要望する場合は実施に向けた協力方法や手続きに関しての先方と調

査団とで共通の認識を形成することの３点。 

今回対象とした統計手法も含め現地関係者にとっての統計協力の実施意義は想像以上に高い

ことが確認でき、限られた範囲ではあるものの統計総局の幹部には「生産動態統計」及び「工業

生産指数」の概念を理解せしめることができ、また、具体的に先方からすぐにでも日本の協力案

に基づき要請書を提出したいとの表明」があったことから、当初の調査団の目的は概ね達成でき

た。これらに関する補足説明、或いは今後協力を検討する上で留意すべき事項等の気付きの点は

以下のとおり。 

 

１）現地関係者の統計整備、統計協力のへの期待 

 

 現地関係者（関係機関、日系企業）は統計総局及び統計データに対する評価、不満は共通し

ており、ア．データの信頼性に欠けること、イ．データが活用しづらい（入手しづらい、使用

価値のあるデータが少ない）の２点。ただし、厳しい評価や不満は統計の整備に対する強い期

待とニーズの現れでもある。今回協力の対象としている生産動態統計等はセンサスの様に存在

すること自体に大きな意味があるのではなく、景気動向や特定業種の動向を通じ、経済政策や

投資判断等に活用されることを目的とした統計であり、これらに強い関心を有する投資計画省

と日系企業を代弁する立場として JETRO 駐在員を通じ協力実施への期待と意義が確認された。

なお、中央銀行の金融政策担当責任者からも高い協力意義が表明されたものの、当方が想定し

ていた金融政策のための現下の景気動向を把握するツールとしての問題意識は希薄であり、中

央銀行においては現在機動的な金融政策は実施していないのではないかとの疑念が残った。現

在のように成長が継続している状況では短期の経済動向を確認するニーズは小さくても、将来

の適切な経済運営のためにも景気動向を把握するためのツールとしての生産動態統計を、今か

ら導入していくことの必要性は決して減じるものではない。 

また、JETRO 駐在員より、現在公表されている統計の工業分野の業種分類が投資判断等に使

用するには不適当（近年発達した業種が掲載されていない、業種によっては大雑把な分類で特

定分野のデータが拾えない等）の意見があり象徴的。近年経済が大きく変容したベトナムにお

いてこの分類は 10 年前に決定されたまま見直しがおこなわれておらず、統計総局長自身が今

後の経済政策への活用を考えると支障があると発言しており、品目別調査を行う生産動態統計

協力を行う機会を捕えて改正が行なわれるだけでも有意義。 

 

２）統計総局への協力実施の意義等 

 

 ア．統計法の施行 

 統計法が 2004 年 1 月に施行される。統計事業が法的に整備、制度化されること自体重要
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なことだが、協力を開始する上でも以下の点で好条件が整うことが期待される。 

統計データの原則公開と有効活用が法律で規定された。協力の成果を確保する立場からす

ると、統計が整備されること自体が目標でなく、それが社会経済開発に使われて意味を持つ。

活用される前提としてデータが公開されることが必須。 

ベトナムの国家体制からデータ公開が確保されるかとの懸念があったことから公開する

ことが法律で規定されたことの意義は大きい。ベトナムの統計機関は統計総局への集中型で

あるが、国営企業に対してはその経営内容を把握することが目的と思われるが、それぞれの

所管（所有）省庁が監督権に基づき月次調査を行っており、この仕組みが調査の効率や精度

を低下させている懸念がある。また、今後調査内容の見直し等を行う場合、国営企業を所管

する省庁との調整に努力を要することも考えられる。ところが、統計法により、これまで以

上に統計事業の統計総局へ集中させる方針が出されており、統計総局による一元的な調査の

実施の可能性が期待できる。 

 

 イ．統計総局にとっての生産動態統計等導入の意義 

 

生産動態統計の有効活用として、産業政策や投資判断を例示したが、これだけだと統計総

局自身が導入の意義を認められるかとの懸念があったが、総局長が政策に貢献できる統計を

目指しており、生産動態統計の意義を高く評価した。トップのこの判断により、他の幹部も

本件協力に対して当初よりもより積極姿勢となった。 

また、現在の産業統計の問題として生産側（サプライサイド）の統計データがあるが、需

要側（デマンドサイド）の統計が欠落していることが多くの関係者から指摘され、統計総局

も問題意識を有している。日本型の生産動態統計が導入されれば、在庫の数値も含まれ、需

要側の動きも推測できるようになり、統計総局の問題点を補うものとしての意義もある。 

 

 ウ．統計総局への協力 

 

統計総局長より調査団に対して、職員への技術移転と人材育成（キャパシティビルディン

グ）への強い要望が表明された。当初調査団としては一般的な協力要請に対応することは生

産動態統計の導入確立という目的への努力を散漫にさせてしまう可能性があることから、あ

まり積極的に対応しない方針であったが、総局長の意識は日本の協力で開発された統計手法

を日本の協力の終了後に自らの手で継続的に実施することを目的として技術移転と人材育

成を強く望んだものであり、調査団としてもキャパシティビルディング協力の意義を理解し、

可能な限り開発調査の中で対応していくべきと考える。 

なお、上記の１）にあるとおり、外部は統計総局のデータを信頼していないという問題が

あり、仮に、データの信頼性を損なう技術的問題があればより有効な生産動態統計を確立す

る上でも問題であり、外部の活用を期待した協力を行うという観点からは信頼の回復も重要

な課題となる。この状況を考えれば生産動態統計に係るキャパシティビルディングに留まら

ず、可能であればより一般的かつ現在の課題を解決するための技術協力も重要と考える。 
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2.3.2 今後の進め方等 

 

 ベトナム側から正式な要請がでれば前向きに、かつ早期に実施することが望ましいが、可能

であれば今回調査ができなかった以下の点については協力開始前に調査を行うことが望まし

い。 

 １）統計総局に対しては今回時間の都合で十分調査ができなかった実施体制、新規統計手法の

需要能力の確認。 

 ２）キャパシティビルディング協力の比重が高くなることを想定して、統計総局にこれまでこ

の分野で長期にわたり協力を実施している SIDA からの聞き取りにより教訓や今年で協力

を終了する理由等を調査。  

 ３）生産動態統計を限られた体制（予算、人員）で実施していく方法として、製造業（企業）

の多くを占めるホーチミン市、ハノイ市から実施していく方法も考えられる。これら特別

行政市においては人民委員会の統計局が直接調査を行っており、今回訪問ができなかった

ホーチミン市、ハノイ市の統計局の調査を行うことが望ましい。 

  統計総局にとって生産動態統計の導入が今後の応用的な課題である一方、現下の基礎的な課

題も存在していると考えることから、生産動態統計の開発支援を行う開発調査とは別に、現在

の課題に対応するために長期専門家の指導が望まれる。関係者の了解が得られれば、統計総局

からの専門家派遣の要請書提出を促進させることも必要と考える。 

 

 

2.4 面談内容 

 

2.4.1 日本大使館 

日時：７月 14 日（月）9:00～9:30 

場所：日本大使館 

出席者：魚谷書記官、天津 JICA ベトナム事務所企画調査員、調査団５名 （計７名） 

内容： 

調査団から今回の調査概要及び協力案を説明した。魚谷書記官のコメント及び質疑応答は以下

のとおり。 

 

・留意事項としては、本調査のようなソフトインフラ型調査における重要な点は、相手側との協

働を重視し、終了後の継続性を確保できるかどうか。また、往々にして最終的にはベトナム側

からのハコもの要請（例えば○○センター設立）になることが多いので留意すべき（書記官）。 

・タイ、フィリピンにおける同様の協力の経験から、システム開発の部分には注意が必要と考え

ており、統計総局の要請を確認したい（調査団）。 

・率直に言ってベトナムは統計分野全般において整備が弱く、統計総局の要求が幅広い分野に亘

ることが予想される。その中で生産動態統計に絞った協力をするには説得力のある理由が必要

（書記官）。理由としては、１）近年のベトナムにおける急速な工業化を背景として生産動態
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統計が最も必要とされる統計であること、２）日・アセアン経済産業協力委員会（AMEICC）統

計作業部会において、アセアン諸国は工業統計分野の共通的整備の方針に合意し、統計総局も

この方針に合意していること、３）昨年ベトナム日系企業等に対して実施したヒアリング調査

の結果、生産動態統計整備の必要性が挙げられたこと（調査団）。 

・ベトナム側からの要請書の提出あれば随時本邦に送付する（書記官）。 

 

2.4.2 JICA 事務所 

日時：７月 14 日（月）9:40～10:20 

場所：JICA 事務所 

出席者：菊池所長、天津企画調査員、調査団５名 （計７名） 

内容： 

 調査団から今回の調査概要及び協力案を説明した。質疑応答及び JICA 事務所のコメントは以

下のとおり。 

 

 １）質疑応答： 

・長期専門家との連携について考え方はいかがか（所長）。生産動態統計を中心とする幅広い

協力を実施する上で長期専門家派遣が適当であり、また協力案（開発調査）と専門家（技プ

ロ）を連携させていくことについては地域部とも話しをしてきており基本的に理解を得てい

る。協力案（開発調査）との業務内容の分担や連携の観点からの専門家の役割については今

後日本で検討する必要があるが、平成 16 年度要望調査としてベトナム側から要請を出して

もらうことが望ましいと考える。ただ実際の派遣に関しては国内リソースとも絡む問題でも

あり、実施できない可能性もある（調査団）。 

・他ドナーとの重複は無いか（所長）。SIDA の協力は統計全般にかかる基礎的な協力であり、

重複無は無いと考える。UNIDO の工業センサスにかかる協力とは分野は同じものの、UNIDO

は全体調査（センサス）であり、想定している協力案は動態調査であるため、重複は無いと

考える（調査団）。 

 ２）留意事項・依頼事項： 

 ・本協力が日越共同イニシアティブ5の具体的な協力の１つとして位置づけられる可能性があ

るのではないか。その場合は開始のタイミングが重要（所長）。 

・留意事項として、ベトナム側は最初から本音を言わないところがあるので十分に時間を取っ

て協議すべき。特にシステムの開発の必要性や規模等にかかる協議が重要と考える（所長）。 

・依頼事項として、ベトナムにおいてはドナー連携が進んでいるため、案件形成時も案件が開

始してからも、他ドナーに頻繁に情報を流す等を行って協調してほしい。（記者会見等も開

催してもよい）。本協力が日越共同イニシアティブの一環として位置づけられれば、広報価

値も高く、実施細則（S/W）を双方で署名する予備調査時は記者会見を行う良いタイミング

                                             
5 平成 15 年４月７日の日越首脳会談において合意された、ベトナムの経済成長実現のための競争力強化・
改革推進を目指した日越共同調査の構想。 
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と考える。また、JICA-NET も活用してほしい（天津）。 

 

2.4.3 計画投資省（MPI：Ministry of Planning and Industry） 

日時：７月 14 日（月）11:00～11:30 

場所：計画投資省 

出席者：Mr.Nguyen Xuan Tien（Senior Officer、Foreign Economic Relations Dept.）、天

津企画調査員、調査団５名 （計７名） 

内容： 

 調査団から今回の調査概要及び日本側が考える協力案を説明し、統計総局から要請が計画投資

省に提出された際には協力を依頼した。Tien 上級職員からのコメントは以下のとおり。 

 

 １）ベトナムの統計の現状： 

・（調査団が統計総局は計画投資省の傘下の機関という認識を持っていたため）統計総局は計

画投資省の傘下の機関では無く、独立機関である。しかし、統計総局のトップは大臣では無

く、言わば長官。 

・ベトナムの統計は旧ソ連、東欧の流れを汲んでおり、他の諸国と比べて遅れていると認識し

ており、統計分野の協力は大変重要と考える。具体的な問題の例としては、日越政府間での

自動車・二輪車にかかる協議の際、日本側の統計データとベトナム側の統計データが異なっ

ていた。 

 ２）統計総局との協議： 

・計画投資省として、生産動態統計を中心とする本協力の重要性と意義を理解した。計画投

資省からも統計総局にその旨を伝えるが、調査団からも統計総局に要請書を出すように伝え

てほしい。 

・なお、統計総局は統計の幅広い分野にかかる協力の要望を持っていると認識しており（例

えば基礎的人材育成等）、また一方 JICA はそれら全てに対応出来ないと理解している。した

がって、まずは生産動態統計で協力を進め、それに加えてワークショップ、専門家派遣、技

術協力プロジェクト等での協力が可能かどうか検討していってほしい。 

・（調査団からステアリングコミティが設立された場合は計画投資省として協力が可能かどう

か尋ねたところ）計画投資省は他の案件でもステアリングコミティメンバーになっており、

必要があればコーディネータとして協力したい。 

 

2.4.4 統計総局（GSO：General Statistics Office） 

日時：７月 14 日（月）14:00～16:30 

場所：統計総局 

出席者：Mr.Do Trong Khanh（Director of Secretariat and Int’l Cooperation Division）、

Ms. Nguen Thi Lien（Director of Dept. of Trade and Price）、Mr.Pham Dinh Thuy（Deputy 

Director of Dept. of Industry）、天津企画調査員、Ms.Luong（Assistant Program Officer, 

JICA Vietnam Office）、調査団５名、（計 10 名） 
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内容： 

 調査団から、１）生産動態統計にかかる協力の意義の説明、及び２）生産動態統計の説明を行

い、相手側からは、３）ベトナムの統計の全体像とこれまでのドナーの協力の説明があり、その

後、４）質疑応答・コメントを行った。詳細はそれぞれ以下のとおり。 

なお、全体にかかる相手側からのコメントとしては次があった。 

・生産動態統計の意義を理解し、日本側が生産動態統計に絞りたいとする点を理解。 

・また、生産動態統計から協力を始め、その成果を踏まえて協力の範囲を広げていく点を理

解。 

・ただし、生産動態統計以外の分野にも重要分野がある、また日本とベトナムで統計制度が

違うため日本側にその点を理解してもらった後での調査内容の明確化が重要。 

 協議の後、調査団から協議議事録案と協力案を説明し、次の協議（7/16）までに統計総局内で

検討の上、コメントを出してもらうよう依頼した。 

 

 １）調査団からの生産動態統計にかかる協力の意義の説明： 

・日本の ODA 予算が減額傾向にある背景のもと、各案件には目に見える成果が求められ、評

価を受ける。また国別の援助方針との整合性も必要。この観点から、重点分野に絞った協

力が必須。ベトナムへの援助の重点分野の１つが、市場経済化支援の制度・人造りであり、

その中に今回の生産動態統計にかかる協力が位置づけられる。なぜなら、生産動態統計は

経済政策・産業政策の策定に有益な統計であり、また投資家にとって有益な情報を提供す

るので投資環境の改善に資する。また日本はタイ、フィリピンで生産動態統計導入の協力

実績があり、本分野への協力であればこれら経験を活かし、効果的・効率的な実施と具体

的な成果が期待できる。ベトナム側は生産動態統計分野以外での協力ニーズを有している

と聞くものの、日本側としては上記の理由もあり、生産動態統計の開発という具体的で目

に見える成果を出す協力を開始したい。この協力を通じた成果は他の統計分野にも活かせ

ると考えるし、その次の協力につながる可能性もある。 

 ２）調査団からの生産動態統計の説明： 

  ・ベトナムの現在の工業化において生産動態統計は重要。日本の生産動態統計は戦後の日本

がいかに工業化を進めるか模索していた折に米国の協力により調査がスタートとした。生

産動態統計は工業センサスと供にその頃から日本のモノづくりを見守ってきた統計。同統

計がこのように長い年月にわたり利用され発展した理由は、政府からだけではなく民間か

らも活用されてきたため。（日経新聞等での活用事例を紹介しながら）生産動態統計は日本

の景気を読む上で重要な統計数値。また（在庫循環図等を作成する上では）指数化するこ

とも重要。 

 ３）ベトナム側からのベトナムの統計の全体像とこれまでのドナーの協力の説明： 

・ベトナムは中央管理型システム。統計総局は、ハノイにある本省だけではなく、61 地方

省の統計部署と、その下の約 600 郡の統計部署にも職員がいる。これらの職員には統計総

局が給与を支給している。統計総局（ハノイにある本省のこと）には主に７つの分野毎の

部署と情報センターを含む幾つかの機能毎の部署がある。なお、各中央省庁も統計事業を
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実施しており、４～５人の職員を抱えているが、これは統計総局と協力しているものの統

計総局の職員では無い。 

・他ドナーの協力については、約 15 年間協力を得てきた。UNDP の GDP の推計にかかる協力

があり、UNFPA の全国人口調査にかかる協力があり、世界銀行及び ADB による全国家計調

査にかかる協力があった。なお、ADB の協力により、現在は年４回の GDP の推計をしてい

る。その他、SIDA の経済統計にかかる技術協力があり、フランス政府の人材育成があり、

規模は小さいが UNIDO の工業の盛んな地方省の統計部署を対象とした人材育成があった。

なお、日本に関しては、1999 年に人口調査の機材供与にかかる要請をしたが、一度ベトナ

ム側でキャンセルし、その後要請を出したが採択・実施まで至らなかった。また、２、３

年前に統計総局は経済統計にかかる協力の要請を出したが、ベトナム政府内の優先順位が

低く、日本へ正式に要請されるには至らなかった。したがって、これまでの日本の協力と

しては、農業統計の専門家派遣と研修員受入がある。 

  ４）質疑応答： 

  ・生産動態統計は株式（TOPIX：Tokyo Stock Exchange Stock Price Index 等）の価格に影

響を与えるか（ベトナム側）。生産動態統計は株価に大きく影響を与えることから、現在は

マーケットが開く前に公表している。この統計は景気動向把握のための重要な指標である

ことから投資家は結果に注目しているが、株価は企業の生産や出荷等の情報だけではなく、

米国の景気動向等、他の多くの要素によって変動しているため常に一体とは言えない（注：

質問の背景としてベトナムでは最近株式市場が開設されたばかりで株式市場への関心が高

かった模様）（調査団）。 

  ・生産動態統計以外の他分野の協力は考えられるか（ベトナム側）。今回は協力の範囲を具

体的に絞って協力する観点から他分野の協力を考えていない。なお、動態の統計にかかる

協力は意義が高いと考えている（調査団）。 

  ・コメントとして、生産動態統計開発の際には、工業局だけではなく、商業価格局（Dept. of 

Trade and Prices）も関わる。理由は、輸入・輸出にかかる調査は商業価格局が担当して

いるため。また、生産動態統計の開発の際は、例えば企業数等の基本的経済統計が重要で

あり、新規設立企業数を把握する必要がある。したがって、工業局だけではなく他部署も

協力する必要がある（ベトナム側）。 

  ・参考までに、2004 年１月１日から、新統計法が施行される（ベトナム側）。 

 

2.4.5 ベトナム中央銀行（State Bank of Vietnam） 

日時：７月 15 日（火）9:00～10:00 

場所：ベトナム中央銀行 

出席者：Ms. Nguyen Thi Kim Thanh (Deputy Director, Monetary Policy Dept.)、Ms. Chu Thi 

Hong Ming (Deputy Division Chief, Monetary Policy Division,同局)、Ms. Dinh Thans Tins

（Deputy Division Chief, Monetary Policy Division, 同局）、Ms. Nguyes Thi Tra Vi（Expert, 

Int’l Cooperation Dept.）、調査団５名 （計９名） 
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内容： 

 調査団から今回の調査概要の説明、生産動態統計の活用の説明を行い、Thanh 次長から、１）

中央銀行から見たベトナムの統計の現状説明があり、その後、２）質疑応答があった。詳細は以

下のとおり。 

 

 １）中央銀行から見たベトナムの統計の現状： 

 金融政策局は、金融政策、統計、及び国際収支を担当している。中央銀行として、産業の国

際化が進む現在のベトナムにおける統計は、データが足りなく、かつ正確で無いと感じており、

JICA が統計総局に協力するには大変いいタイミングにあると考える。中央銀行も独自に統計

調査を行っているが、予算・体制等の不足から核となる調査項目に絞らざるをえなく、統計総

局からの情報に頼ることになるが、信頼性に問題があるため、結局は限定的にしか情報を使用

していない。 

 ベトナムの統計は、３つ（質、IT の活用、各統計値の透明性）の点で改善されるべき。質

については信頼性の欠如の改善、例えば GDP の推計については２種類の方法（生産から見た業

種別数値の積算と消費の立場から全体を計算する方法）があると思うが統計総局は生産額の積

算しか実施していない、IT の活用については例えばデータを紙で保管していることの改善や

ウェブからデータを入手できるようにすること、統計値の透明性については統計ユーザーに対

して各統計の概念や作成方法を明確にすること。 

 生産動態統計の開発がなされれば是非活用したいし、融資の判断材料として民間銀行も活用

するだろう。統計総局は未だ中央統計機関としての役割を十分果たしていないと考える。 

 ２）質疑応答・コメント 

 ・金融政策を策定するための足元の景気判断はどのように行うのか（調査団）。分野毎の全体

経済成長（←GDP のことだと推測される）からの判断と、政策に基づいた判断（←明確に出

来なかったが政府の目標値のことだと推測される）。弱い分野だと認識している（Thanh 次

長）。 

 ・金融統計システムにかかる協力ニーズがある（Thanh 次長）。今回の調査団の対象外なので、

JICA ベトナム事務所に話をしてほしい（調査団）。 

 ・日本では、統計調査の成果のデータはどう提供されているのか。例えば日銀は生産動態統計

等のデータをどうやって入手しているのか（Thanh 次長）。基本的には無料で提供されてい

る。また、統計法に基づいた義務については個別に契約する（調査団）。 

 ・留意事項として、生産動態統計を開発するにあたり、統計総局の現在の弱いインフラ（体制・

人員・機材等）でその新しい統計に対応可能かどうか疑わしい。そのために人材育成が重要

だと考える（Thanh 次長）。 
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2.4.6 工業省（MOI：Ministry of Industry） 

日時：７月 15 日（火）14:00～15:00 

場所：工業省 

出席者：Mr. Phan Trong Tiem (Deputy Director General, Int’l Cooperation Dept.)、Ms. 

Nguyen Phuong Mai (Official, Int’l Cooperation Dept.)、Ms. Chau (Expert, Statistics 

group, Dept. of Planning and Investment、天津企画調査員、調査団５名 （計９名） 

内容： 

 調査団から調査概要及び統計総局に対する生産動態統計にかかる協力を簡単に説明し、相手側

からは、１）工業省の概要、２）工業省における統計、の説明があり、その後に、３）質疑応答

を行った。詳細は以下のとおり。 

  

 １）工業省の概要： 

 まず統計総局への生産動態統計にかかる協力は重要だと考える。工業省は中央における工業

セクターの国営企業及び工業セクターの政策を担当している。統計総局とは、当省の計画投資

局の中の統計グループが業務上連携をしている（Tiem 次長）。 

 ２）工業省における統計： 

 統計グループは1970年代から官房局にあり、1972年～1982年は経理局の統計課になり、1982

年以降は今の計画投資局の経理グループになった。担当職員数は３人。仕事は、毎月 18 日ま

でに工業省所管の 23 国営企業グループ（及びそれらの 28 の事業所を含め計 51 ヶ所になる）

の生産及び経営に関する報告書を作成し、統計総局の規定に沿って毎月 20 日までに統計総局

に提出する。右データはその月の 18 日までの実績及び 19 日以降の予測を一緒にしたもの。方

法は FAX で国営企業から受け取り、FAX 及び郵便で統計総局に送付する。また、半年に１度の

労働報告もある（Chau 専門家）。 

 ３）質疑応答： 

 ・工業分野の企業数はいくつか（調査団）。詳しくは把握していない。なぜなら、工業分野の

中には、中央の国営企業、地方の国営企業、民間、外資があり、このうち工業省が統計調査

を担当するのは中央の国営企業のみ。地方の国営企業は統計総局傘下の各地方省の統計部署

が担当しており、民間と外資は計画投資省が担当。なお、GDP に占める大体の割合は、工業

セクターが 37％であり、そのうち中央の国営企業は約２割を占める（Tiem 次長）。 

 ・毎月実施する調査の調査項目は何か（調査団）。次の４項目、生産額、生産数量、輸出・輸

入、売上（←注：他にも幾つかの調査項目がある模様、例えば在庫等）。なお、これは品目

別では無く、事業所別の数字（Chau 専門家）。 

 ・生産動態統計を開発すると、工業省が現在行っている毎月の調査の方法も変わり、負担が増

える可能性もある。この点についてはいかが考えるか（調査団）。まずは統計総局がその負

担をどの位になるのか判断して、関係部署の承認を得るべき。また、負担については、別の

統計調査では統計総局は中央の国営企業に対して直接調査をしており、工業省の統計調査を

変更せずとも統計総局が直接に実施することも可能とも考える（Tiem 次長）。 

 ・生産動態統計のニーズはあるか（調査団）。（現時点で工業省としては詳細が分からないため）
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生産動態統計の具体的な活用方法について統計総局と明確にすることが先決（Tiem 次長）。 

 

2.4.7 国連工業開発期間（UNIDO） 

日時：７月 15 日（火）15:30～16:30 

場所：UNIDO 

出席者：Mr. Philippe R. Scholtes (Representative) 、調査団５名 （計６名） 

内容： 

 調査団から今回の調査団概要及び統計総局に対する協力案を説明した。Philippe 代表からの

コメント及び質疑応答の詳細は以下のとおり。 

 

 １）UNIDO について： 

 国連システムの中で「産業統計」は UNIDO が担当（なお、UNIDO 本部の産業統計のトップは

日本人の山田さん）。UNIDO は各国で比較可能な産業統計のデータベースを作成（CD 版あり）

しており、ベトナム版もあるが、質・量ともに弱い。特にミクロ分野が弱く、一例としては、

新聞等でも付加価値ベース（「Value-added」）の数字は記載されることが無く、全て売上高

（「Output」）のみ。ベトナムでは、1995 年にハノイのみを対象に工業センサスを実施し、そ

の後 1998 年に UNDP の資金を得て 16 省で同様の調査を実施した。 

 ２）参考情報： 

 参考になると思われる情報は３つあり、１つ目は、上記の 16 省における工業センサスのフ

ァイナルレポート（2000 年８月版）。２つ目は、世銀が同分野で実施したレポート。３つ目は

バンコクで 2002 年 7 月に産業競争力強化のための政策形成を目的とした統計及び分析にかか

るワークショップを行いカンボディア、中国、ラオス、ベトナムを招待したが、その過程で出

会った２人の日本人統計専門家（Mr.Furukawa、詳細は不明）。なお、現在、このワークショッ

プでのテーマをプロジェクトとしてベトナム政府に提案している（カウンタパートは統計総局

及び中央経済経営研究所（CIEM））。 

  なお、統計分野の協力にかかる一般的留意事項は次のとおり。 

 ・経済の成長・変化が著しいベトナムでは同じ母体のデータを長い間使用しないこと。 

・付加価値ベース（「Value-added」）の数値が重要。またそのためには企業への会計にかかる

研修も必要になる場合がある。 

 ３）質疑応答： 

 ・ベトナムの企業は正直な数値を提供するか（調査団）。難しいと考える。250 企業の調査を

実施した際には、20 人を動員して、1社に半日かけて訪問調査を実施した。ベトナムは調査

員手当が安いので対応できた（Philippe 代表）。 

 ・統計総局に対して前回のセンサスの更新等、今後協力を予定しているか（調査団）。上記の

提案は資金の目処が無く実施の目処は未だない。今後実施される経済センサスにかかる協力

も予定していない（Philippe 代表）。 
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2.4.8 JETRO ハノイセンター 

日時：７月 16 日（火） 

場所：JETRO ハノイ事務所 

出席者：馬場 director、調査団５名 （計６名） 

内容： 

 調査団から今回の調査団概要を説明し、統計総局に対して生産動態統計にかかる協力を検討し

ている旨を伝え、馬場 director からのコメントは以下のとおり。 

 

 １）統計と JETRO の業務： 

 JETRO は、民間企業からの役員説明目的や投資判断目的の質問、例えば「ベトナムにこうい

う数字はありませんか」と聞かれるため、ベトナムの統計資料を利用する。 

 ２）ベトナムの統計の問題点： 

 １つ目にデマンドサイドの数字が無い（逆にあるのは生産高だけ）。例えば二輪車が何台売

れているか、携帯電話の市場はどのくらいかがわからないので不便。 

 ２つ目に統計資料に予測値が含まれていることが問題。例えば毎月末に発表される月報（予

測値が含まれている）を足しあげた数字が、確定値を基に１年に１度作成される統計年鑑と合

わないことがある。 

 ３つ目に統計値を取る品目は古いものをそのまま採用している。経済が成長しているので例

えばテレビ→エアコン→携帯電話と需要の大きい品目は変わっていくが、統計資料の品目は古

いままである。したがって、新しい品目について知りたい場合は、別途リサーチ会社に頼まな

くてはいけなくなる。 

 その他の問題点として、何の情報があるのかないのか、何の情報は公表可能なのか、よくわ

からない点。 

 これらの問題点があると投資家は早い判断を下せずに投資先としてベトナムを選ばないこ

とも出てくるし、例えば政府の政策の一貫性の無さにつながると考える（例えば昨年の二輪車

問題では政策が二転三転した）。 

 ３）その他： 

 その他、例えばバマと呼ばれる自動車工業会があり 11 社が加盟しているが、ここは自動車

販売台数を公表している。このような業界を育成し、情報を活用することも統計情報整備の観

点から有意義だと考える。また、今年７月１日からベトナムはアセアン共通の品目コードを採

用したと聞いた。なお、JETRO で主に活用する資料は、「Statistic Year Book」、その日本語

版（日越貿易協会が出版）、及び毎月の速報。なお、「Statistic Year Book」より更に詳しい

情報を網羅したものが２年に１度出版されるが、これだとビジネスで活用するには古いデータ

となり、これも問題点。 
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2.4.9 統計総局 

日時：７月 16 日（水）14:00～16:30 

場所：統計総局 

出席者：Mr. Le Manh Hung (Director General)、Mr.Pham Dinh Thuy（Deputy Director of Dept. 

of Industry）、Ms. Trang (Expert, Dept. of Industry)、調査団５名 （計８名） 

内容： 

 調査団から、先日の協議を踏まえて Hung 総局長からベトナムの統計にかかる協力の要望を聴

取したい旨伝え、Hung 総局長は、１）現在のベトナムの統計の概要、２）本調査に期待するこ

と、を説明し、その上で、３）質疑応答を行った。また、Hung 総局長が退出後は、４）Thuy 工

業局次長と打ち合わせをした。詳細は以下のとおり。 

 

 １）現在のベトナムの統計の概要 

 政府のみならず社会全体において統計データに関心が高まっている。2002 年 10 月には 2010

年までの統計整備の方向性が署名された。また、2003 年６月 27 日には統計法が承認された。

今後は、ベトナムの統計を統計総局自身の努力と国際協力により発展させたい。統計全体の中

でも経済統計分野が重要であり、特に工業分野が重要だと認識している。調査団が産業統計、

特に生産動態統計を選んだことはこれに合致するし、また、統計総局は毎月政府に経済動向を

報告しているため役立つ。 

 今年度前半の工業分野の成長率は 15.7％を想定している。これを確かめるためには２つの

情報の入手が必要である。１つ目はベトナム全体で 70,000 の登録されている企業の情報。２

つめはベトナム全体で 2,000,000 の登録されていない企業の情報。これについては全数調査が

できないのでサンプリング調査を実施する必要がある。 

 統計総局には足りないと思う点がいくつかあり、１つめは新しい調査方法（例えば、200 万

の未登録企業を捕捉する新しいサンプリング手法の導入、名目値を実数値に変換すること、工

業生産額の調査は価格（1954 年）×生産数量で算出しているため時勢と乖離しており、この

見直し。）、２つめはデータ処理にかかる IT 化、３つめは分析のノウハウ（例えば在庫循環図

の作成）。 

 ２）本調査に期待すること: 

 協力内容を絞らずに幅広い協力としてほしい。具体的には名目値から実数値に変換すること

や、商業と工業を密接にすること（この意味を尋ねたところ、調査団が生産動態統計の説明の

ために用いた資料に記載されていた「Classification of Goods」が出来るようにとのこと、

つまり資本財、消費財等の分類に分けられること、ベトナムでは計画経済により生産量が把握

できるが消費がわからないためとの理由だった）。 

 ３）質疑応答： 

 ・本調査に期待することで総局長が述べた「Classification of Goods」は生産動態統計にお

ける生産動態統計の中で実施する出荷の調査により分かる。また、ベトナムにおいて出荷ま

でが「商業」という分類に含まれる（または統計総局の商業・価格局の所管）とするならば、

生産動態統計は工業と商業の両分野にまたがることになる（調査団）。了解した、なお、統
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計総局は過去に動態統計を試しに実施してみたことがあるが、十分ではないと認識している

し、正式に承認していない（総局長）。 

 ・UNIDO の協力は一度だけで終了したと聞いたが、これはなぜか（調査団）。UNIDO は主に技術

協力を実施しており、６つの省で UNIDO が資金を提供し、統計総局は 11 の省で自己資金を

出した。その後３年間、統計総局が年次企業サンプル統計としてベトナムにおける企業を調

査した（総局長）。 

 ・生産動態統計の協力案は、協力終了後も統計総局が自分達で続けられることを目標とする。

したがって、統計総局に負担がかかることにもなる。なお、その中で他の分野も間接的に協

力出来ると考えている（調査団）。自分達自身で実施していくことが重要だと認識している。

ドナーには調査方法の提供、技術移転、人材育成を期待する。よく言われる「魚そのもので

は無く、魚を獲る方法を教えてほしい」。そのためにも技術移転、人材育成を協力内容に含

めてほしい（総局長）。同意する（調査団）。 

 ・総局長が先ほど述べた統計総局に足りない点や本調査に期待することについて、今回説明し

た生産動態統計の協力案でカバーしているだろうか（調査団）。IT 化を除いてカバーしてい

ると考える（総局長）。IT 化についても調査に含まれると考える、ただしどの程度の規模の

IT 化にするかについては、今後の調査で決定していく（調査団）。了解した（総局長）。 

 ４）Thuy 工業局次長との打ち合わせ： 

 調査団から、（開発調査の Infokit6を手交して）開発調査が開始した際のベトナム側の負担

事項を簡単に説明した。また、幅の広い分野における技術移転や人材育成の協力が必要であれ

ば専門家の要請を出す旨を伝えた。Thuy 次長からは、他ドナーとの協力の経験から、各ドナ

ーにおいて異なる負担事項があることは理解する旨、また、JICA 研修員として半年位日本に

滞在したこともあるため、JICA 事業については理解がある旨、コメントがあった。 

 

2.4.10 統計総局中央情報処理センター（Central Data Processing Center） 

日時：７月 17 日（木）9:45～11:00 

場所：統計総局中央情報処理センター 

出席者：Mr. Thieu Van Tien (Vice Director, Central Data Processing Center, GSO)、Ms. 

Trang (Expert, Dept. of Industry)、調査団５名 （計７名） 

内容： 

 調査団が今回の調査概要等を説明した後、Tien 次長から、１）中央情報処理センターの概要、

の説明があり、その後、２）質疑応答を行い、３）センター内を視察した。それぞれ詳細は以下

のとおり。 

 

 １）中央情報処理センターの概要： 

 ・センターの役割・業務は、統計総局のデータ処理、統計に関するデータベースを管理、統計

総局のコンピューターシステムの管理、最新の情報技術を統計に活用すること、情報技術に

                                             
6 JICA 本部の JICA プラザ等にて入手できる JICA 事業を紹介するパンフレット。 
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かかる人材育成、民間からの情報処理案件の受注（なお、これで得た資金は職員の賞与や機

材の維持管理費として使用）。 

・業務の例として、例えば 1989、1999 年には人口センサスのデータを処理した（1800 万人世

帯の 3000 万人のデータ）。今は農業・漁業のセンサスのため 1300 万対象のデータを処理。

今後はベトナム全企業及び全行政府機関のデータ処理（計 200 万が対象）や世銀からの委託

で保健医療のサーベイの準備している。 

・処理方法は２つあり、全て当センターで処理する中央処理方法と、センターでプログラム

を開発して 61 地方省に配布し、各地方省の統計部署でデータを処理してもらい結果だけセ

ンターに送付してもらう分担処理方法がある。 

・全てのデータは電子化しており、原データ（インプット）と結果のデータ（アウトプット）

は電子データとして保管している（CD-ROM も作成している）。 

・統計総局や他の中央省庁とは ADSL の LAN で繋がれており、ここにある端末から検索等が可

能。また、61 地方省とは電話回線でつながっている。 

・コンピューターの数はセンター内に 45 台、統計総局に 200 台設置。LAN で接続されている。 

・統計ソフトは、ISSA、IMPS、FoxPro、CSpro 等を使用している。 

・組織の全体像は、局長１人、次長２人、その下に７つの、１）データ準備課、２）データ

処理課、３）プログラミング＆トレーニング課、４）データベース＆システム処理課、５）

技術課、６）庶務課、７）計画・財務課、がある。計 64 人の職員がおり、そのうち 30 人が

大学等卒業の情報技術者（25 人がソフト専門、５人がハード専門）。 

 ２）質疑応答： 

 ・統計総局ではほとんどの人が「IT 化」が課題と言うが、何が一番の課題だと考えるか（調

査団）。１つめはコンピューター処理するためのデータの標準化、つまり調査票の標準化、

２つめは統計総局の統計職の職員の IT にかかる知識を高めること、例えば Word や Excel だ

けではなく SPS（統計のソフトウェア）やデータベースの使い方を教えること、３つめはハ

ードウェアの更新、例えば現在の機材は５年前のものでありそろそろ更新する時期だが新規

購入の予算が無い（Tien 次長）。 

 ・統計総局からの業務依頼に対して料金は取るのか（調査団）。独立採算ではないので取らな

い。なお、大きなセンサスを実施する際には外部に委託することもある（Tien 次長）。 

 ・ホームページの開設予定は無いか（調査団）。作成の目標年はあるが、そもそも開設の許可

がおりておらず、許可が取れてから作成することになる（Tien 次長）。 

 ・その他、調査団の質問に応じた Tien 次長からの回答は次のとおり。外資系企業、例えば IBM

等に委託したことはない。毎月の産業の月例報告はここでは処理せず、統計総局総合通信部

で編集する。統計総局他部局との人事交流はほとんど無い。輸出・輸入にかかるデータはこ

こではなく商業・価格局に入ってくる。大量データの入力は外部依頼することがあるが、そ

れ以外は内部で入力する。各地方省からは入力データがイントラネットを通して送付される。

人口センサスのデータ、企業データは全てインプットされ検索が可能、ただし、アクセスは

関係部署に限定されており、センターでは利用できない。 
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2.4.11 統計総局工業局、商業・価格局 

日時：７月 17 日（木）14:00～16:30 

場所：統計総局 

出席者：Mr.Pham Dinh Thuy（Deputy Director, Dept. of Industry）、Ms. Tran Thi Hang(Deputy 

Director, Dept. of Trade and Price)、Ms. Trang (Expert, Dept. of Industry)、調査団

５名 （計８名） 

内容： 

 １）協議議事録案にかかる協議の後、調査団からのヒアリング調査の要望に対し、２）商業・

価格局及び工業局による説明があった。詳細は以下のとおり。 

 

 １）協議議事録案にかかる協議： 

 ７月 16 日（水）の総局長との協議の結果を記載した協議議事録案で合意したものの、一点

だけ、エネルギーのバランス表作成にかかる協力の要請が Thuy 次長からあり（大変重要かつ

緊急の課題とのこと）、調査団からは、本調査団では対応できないため、調査団から JICA 事務

所にもその旨伝えるが、必要とあらば統計総局工業局から JICA 事務所や日本大使館に伝える

べきと回答した。 

 ２）商業・価格局及び工業局による説明： 

 最初に Hang 商業・価格局次長から次の説明があった。商業・価格局（以下、商業局）の担

当業務は、生産を終えて製品になってから。つまり、国内向け、国外向けの製品の流通が我々

の担当。また、Produce and Price Index（PPI）を作成すること。また、サービスと観光も担

当業務。商業局の職員は 20 人おり、次の４つのグループに分かれる、国内商業統計グループ、

輸出・輸入統計グループ、価格 Index グループ、サービス・観光グループ。  

 調査団から生産動態統計に関連する商業局と工業局の業務分担を尋ねたところ、Hang 商業

局次長及び Thuy 工業局次長の回答は以下の図１のとおり。また、以下の図で言うと上記の PPI

は何かと尋ねたところ、以下の１．２．３との回答があった。 

 

図１： 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

工業局担当は、生産、在庫に加えて、
出荷のうち卸にいく製品の数値 

商業局担当は、出荷のうち輸出と消費者に直接いく
製品の数値 

 

生産 
在庫 
出荷 卸 小売 消費者 

輸出 

1. Produce Price 
Index 

2. Export-Import 
Index 

3. Consumer 
Price Index 
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次に、生産動態統計との類似の調査の存在を尋ねたところ、Thuy 次長の回答は次のとおり。 

毎年と毎月の工業の報告があり、毎年の報告は生産・在庫（完成品・半製品）・出荷（売上）

の数値を取りまとめている（調査票は一枚）。毎月の報告は、生産・出荷（売上）の数値を取

りまとめている（調査票は一枚）。毎月の報告は、中央の国営企業からは工業省を通して報告

が来る（毎年の報告は中央の国営企業から統計総局に直接報告が来る）。なお、各中央省庁が

担当する統計データは、現在各中央省庁を通じて入手しているが、これを廃止して、直接入手

したいと考える。地方の国営企業、民間企業（登録企業及び登録していない企業の両方）、外

資企業は、地方省の統計部局を通して報告が来る。調査の対象数は、中央の国営企業は 100％、

地方の国営企業も 100％、民間企業はサンプル調査、外資企業は 100％。ただし、100％と言っ

ても実際に報告が来ているのは 70％位だろう。民間企業のサンプル調査については、地方省

の統計部署が行っており、全体数のうち 10％から 30％位のサンプルだろう。毎月の報告につ

いては、各企業は３つの報告をすることになっており、それらは、先月の報告、予測も入れた

当該月の報告、年度当初からの累計。また、基本は事業所別に報告することになっているが、

指定されている 40 品目については同じ調査票に品目毎に報告することになっている。この 40

品目はこの 10 年間見直しがされていない。 
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